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（目的） 

第１条 この要綱は、小規模給水施設の指導等について必要な事項を定めることに

より、区民の公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱でいう小規模給水施設とは、受水槽、高置水槽等を有する水道施

設のうち、水道法（昭和３２年法律第１７７号）の適用を受けないものをいう。 

（体制） 

第３条 健康生きがい部長は、保健所がこの要綱に基づく業務を円滑に遂行できる

よう、東京都水道局、東京都保健医療局その他の関係機関（以下「関係機関」とい

う。）との連絡体制を整備するものとする。 

２ 保健所長は、この要綱に基づく業務に要する器材等を整備し、業務を環境衛生

監視員に行わせるものとする。 

（設置者に対する指導） 

第４条 保健所長は、小規模給水施設の設置者に対し、当該小規模給水施設の適正

な維持及び管理について、次の各号に掲げる措置を行うよう指導するものとする。 

（１）小規模給水施設による給水を開始したときは、速やかに、小規模給水施設給水

開始報告書（別記第１号様式）により保健所長に報告すること。 

（２）小規模給水施設給水開始報告書に記載した事項に変更があったとき、又は小

規模給水施設を廃止したときは、速やかに、小規模給水施設給水開始報告事項

変更（廃止）報告書（別記第２号様式）により保健所長に報告すること。 

（３）受水槽及び高置水槽の定期的な清掃及び水質検査（水道法第４条に規定する



水質基準に関する検査をいう。以下同じ。）を毎年１回以上定期に行うこと。 

（４）点検が安全かつ容易に行えるよう適正な措置を講ずること。 

（５）周囲の清潔を保持し、及び汚染防止に努めること。 

（６）機械及び器具の点検を随時行うこと。 

（７）地震、台風等の災害によって被害が生じた恐れのあったときは、速やかに点検

すること。 

（８）供給する水が人の健康を害する恐れがあることを知ったときは、直ちに給水

を停止し、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知し、速やかに

保健所長にその旨を連絡し、及び指示を受けること。 

（現場調査等） 

第５条 環境衛生監視員は、必要に応じて現場調査を実施し、小規模給水施設の実

態の把握に努めるものとする。 

２ 保健所長は、小規模給水施設の管理に不備があると認めたときは、当該設置者

に対し必要な事項を指導するものとする。 

（衛生指導） 

第６条 保健所長は、随時、関係機関の協力を得て、小規模給水施設の設置者及び利

用者に対し、当該小規模給水施設の衛生管理を指導するものとする。 

（身分証明書の携帯） 

第７条 環境衛生監視員は、この要綱に基づく業務を行うときは、身分証明書（水道

法第３９条第４項に規定する身分を示す証明書をいう。）を携帯し、関係者の請求

があったときは、これを提示しなければならない。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、保健

所長と協議の上、健康生きがい部長が定める。 

付 則 

この要綱は、昭和５５年１０月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱の一部改正は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の小規模給水設備の衛生保持に関す

る 指導要綱に基づいて作成された様式の用紙で、現に残存するものについては、



当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

付 則 

この要綱は、平成９年１０月１日から施行し、平成９年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和５年７月２１日から施行する。 


